岡山県キャリア形成訪問指導事業費補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　知事は、福祉・介護人材の確保の緊急的な支援を図るため、予算の範囲内において、県内の介護福祉士養成施設等を設置する団体、福祉・介護関係職能団体及びその他知事が適当と認める団体（以下「団体」という。）に対して岡山県キャリア形成訪問指導事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、岡山県補助金等交付規則（昭和４１年岡山県規則第５６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。
（補助対象事業及び事業内容）

第２条　この補助金は、キャリア形成訪問指導事業（以下「補助事業」という。）を交付の対象とし、補助事業の内容は、別紙「キャリア形成訪問指導事業実施要領」のとおりとする。

（補助金の額）

第３条　この補助金の交付額は、別表の第１欄に定める区分ごとに、第２欄に定める補助基準額と第３欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から当該事業に係る寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額（ただし、千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。）とする。
（補助金の交付申請）

第４条　補助金の交付を受けようとする団体は、補助金交付申請書（様式第１号）を別に定める期日までに提出しなければならない。

（交付の条件）

第５条　この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。

 (1)　事業の内容の変更（軽易な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受けなければならない。

 (2)　事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。

 (3)　事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速やかに、知事に報告してその指示を受けなければならない。

（申請の取下げ）
第６条　補助金の交付の申請をした者は、規則第８条第１項の規定により、補助金の交付の決定を受けた日から起算して３０日以内に申請の取り下げをすることができる。

（変更交付申請）

第７条　補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、規則第１０条の規定により補助事業の内容、経費の配分その他申請に係る事項の変更又は補助事業の中止若しくは廃止の承認を受けようとするときは、変更（廃止又は中止）承認申請書（様式第２号）を知事に提出し、承認を受けなければならない。

（軽易な変更）

第８条　規則第１０条ただし書に規定する知事が別に定める軽易な変更は、次のとおりとする。
 (1)　補助対象経費の総額の２０パーセント以内での、各経費間の変更 
 (2)　補助対象経費の総額の２０パーセント以内の減額
（実績報告）

第９条　補助事業者は、補助事業を完了したとき（廃止又は中止の承認を受けたときを含む。）は、その完了の日から起算して３０日以内、又は補助金の交付の決定があった日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに、補助金実績報告書（様式第３号）を知事に提出しなければならない。

（補助金の概算払）

第１０条　知事は、必要と認めた場合は、補助金を概算払することができる。

２　概算払を受けようとする補助事業者は、岡山県財務規則（昭和６１年規則第８号）第９８条に規定する書類を知事に提出しなければならない。

３　知事は、前項の書類の提出があったときは、これを審査し、適当と認めたときは、概算払を行うものとする。

（関係書類の整備）

第１１条　補助事業者は、事業の執行状況及びその収支について、一切の状況を明らかにする帳簿その他関係書類を整備し、当該事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しなければならない。

（報告及び検査等）

第１２条　知事は、必要があると認める場合は、補助事業者に対して報告を求め、若しくは事業の執行に関して必要な指示をし、又は関係職員により帳簿その他の関係書類を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

（その他）

第１３条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は知事が別に定める。

　附　則

１　この要綱は、平成２１年１０月２１日から施行する。
　附　則

２　この要綱は、平成２３年４月１日から施行し、平成２３年度分の事業から適用する。
　附　則
３　この要綱は、平成２４年４月１日から施行し、平成２４年度分の事業から適用する。
　附　則
４　この要綱は、平成２７年４月１日から施行し、平成２７年度分の事業から適用する。
　附　則
５　この要綱は、平成３１年４月１日から施行し、平成３１年度分の事業から適用する。

附　則

６　この要綱は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度分の事業から適用する。
別表

	１　区分
	２　補助基準額
	３　対象経費

	キャリア形成訪問指導事業

1 訪問研修
	３，５００千円


	事業の実施に必要な経費で次に掲げるもの

報酬、給料、職員手当等、共済費、賃金、報償費、旅費、需用費(消耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本費)、役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料）、委託料、使用料及び賃借料



	2 セミナー研修
	１回あたり４６８千円
	


注１　キャリア形成訪問指導事業に係るセミナー研修を養成施設等以外の場所を借り上げて実施する場合、研修１日あたり１８５千円を加算する。
　２　対象経費のうち食糧費は、セミナー講師にかかるもののみとする。
別紙

キャリア形成訪問指導事業実施要領
１　事業の目的

　　別表に定める養成施設等又は学校（以下「養成施設等」という。）の教員及び福祉・介護関係職能団体（以下「職能団体」という。）の会員等が、施設・事業所の現任介護職員等に対して、就労年数や職域階層等に応じた知識や技術等を習得し、適切なキャリアパス、スキルアップを促進するための研修等を行うことにより、福祉・介護人材の安定的な定着を図ることを目的とする。
２　事業内容
(1)　実施主体

　　　県内の養成施設等を設置する団体及び職能団体等
(2)　事業内容

　　　養成施設等又は職能団体等が、施設・事業所からの要請に応じ、次に掲げる研修を実施する場合に、費用の一部を助成する。
　　①　巡回・訪問研修
現任介護職員等を対象とした施設・事業所を巡回・訪問して行う研修

②　セミナー研修
　　　　現任介護職員等を対象とした福祉・介護に関するセミナー形式の研修
３　その他

 (1)　養成施設等及び職能団体等は、要請のあった各施設・事業所のニーズを把握し、必要な講習が実施できるよう努めるものとする。
 (2)　 受講者の就労年数や職域階層等を勘案し、研修の目的や内容がキャリアパス、スキルアップに重点を置いたものとなるよう適宜日数等を設定すること。
 (3)　研修は、巡回・訪問研修は原則として施設・事業所で行い、セミナー研修は施設・事業所以外の研修会場で行うこととする。ただし、訪問・巡回研修は、研修の目的・内容等に応じて、施設・事業所以外の場所（養成施設等）で実施することができるものとし、また、複数の施設・事業所を対象に研修を実施することができるものとする。

 (4)　施設・事業所の現任介護職員等が各種研修会に参加するための受講費用等を直接的に給付するなど、単に施設・事業所又は現任介護職員等の負担を軽減する経費は、助成対象としないこと。

 (5)　岡山県福祉・介護人材参入促進事業と重複しないこと。
 (6)　インドネシア及びフィリピンとの経済連携協定に基づく介護福祉士候補者の受入施設において、当該外国人介護福祉士候補者の介護技術、コミュニケーション能力等の向上のために行う研修も本事業の対象となり得ること。

(7)　巡回・訪問研修を実施する養成施設等及び職能団体等は、受講料として、１施設・事業所当たり３千円を徴収し、事業の収入額とすること。

別表

	・社会福祉士及び介護福祉士法第４０条第２項第１号から第３号までの規定に基づき文部科学大臣及び厚生労働大臣が指定した学校

・社会福祉士及び介護福祉士法第４０条第２項第１号から第３号までの規定に基づき知事が指定した養成施設


